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農業委員会の主な業務
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農業委員会の主な業務 農業委員会
＜法令事務＞

○ 農地法や農業経営基盤強化促進法等、法令によりその権限に属させられた業務
農業委員による合議体の行政機関（行政委員会）として、農業委員会だけが専属的な権限として行うこととされる

業務で、農地の権利移動や農地転用等の許認可の業務です。
・農地法第３条に基づく権利移動の許認可及び農地法第４・５条に基づく農地転用に対する許認可や受理の決定
・農地等利用関係紛争処理業務
・農業経営基盤強化法に基づく農用地の利用調整
・農地パトロールの実施
・地域計画策定に向けた目標地図の作成
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＜促進事務＞
○ 農地等の利用の集積その他農地等効率的な利用の促進に関する業務

農地の確保と有効利用･担い手や認定農業者･集落営農組織の確保･育成など農地等の利用の最適化の推進に向けて取り
組むともに関係機関･団体との連携･協力のもと活動する業務です。
・農業振興業務
・農地基本台帳・農地地図情報の整備・公表業務
・認定農業者・集落営農組織等の育成
・家族経営協定
・農業者年金業務
・全国農業新聞の普及拡大
・関係行政機関及び団体との連携
・農業団体等との交流
・農作業労賃・機械利用料金標準額の設定
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3資料：市農業委員会

区　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

74 77 88 67 68

698,527 638,948 633,830 671,960 510,044.47

3 6 3 4 7

2,314 42,369 1,324 3,186 14,728.00

26 52 37 35 27

23,789 129,313 372,646 50,582 52,637.00

28 28 39 33 45

38,512 146,001 73,720 69,137 128,815.00

1 2 1 5 4

283 1,189 198 8,838 376.70

2 3 7 2 0

4,693 4,221 92,568 19,330 0

7 3 3 3 11

5,724 1,921 1,761 2,137 10,889.00

141 171 178 149 162

773,842 963,962 1,176,047 825,170 717,490.17

上段：件数　下段：面積（㎡）

買受適格証明

農地改良

合　計

法第３条関係

法第４条関係

法第５条関係

適外証明願

制限の例外

農地法に基づく許認可等事務
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農業経営基盤強化促進法に基づく農地処理状況（認定農業者等への農⽤地利⽤集積）

単位：件数

区　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

新規　贈与税 0 0 0 0 0

不動産取得税 0 0 0 0 0

継続　贈与税 43 35 20 24 21

不動産取得税 28 24 12 15 14

税法に基づく納税猶予申請事務



農業委員会の主な業務 農業委員会
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資料：市農業委員会

資料：市農業委員会

資料：市農業委員会

資料：市農業委員会

単位：人

区　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

加入者累計 298 302 308 314 320

うち新加入 10 4 6 6 6

単位：件数

区　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

協定数(延べ) 122 126 127 129 131

単位：部

区　分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

購読部数 171 127 123 107 100

全国農業新聞購読部数推移

農業者年⾦加⼊状況

家族経営協定数

耕作証明書発⾏事務


